
（実施類型） （取組の概要） （実施（予定）時期）

（取組の効果額） （取組の効果額内訳）

（取組の概要） （検討状況・課題）

（取組の概要） （（実施済のみ）性能発注内容） （実施（予定）時期）

（取組の効果額） （取組の効果額内訳）

（取組の概要） （検討状況・課題）

13 百万円(年)

年間 約250,000件の郵送件数削減

検討中

26 4 1

実施予定 年 月 日

実施済 ●

水道料金等検針・徴収及びシス
テム運用
納入通知書の発行方法の変
更。

・窓口及び電話受付（給水開
始・廃止・名義変更等）
・各種データ入力
・メーター検針
・調定・納入通知（検針時、廃
止精算時）
・収納（営業所窓口、現地での
廃止精算時）
・滞納整理（督促以降の滞納
管理、停水執行・解除等）
・検針・収納システム運用・保
守（料金システムの開発・運
用・保守、データ作成等）
・メーター管理（25㎜以下の
メーター取付け・取外し等）

平成

取組事項 民間活用（包括的民間委託）

検討中 ●

　神奈川県、横浜市、川崎市及び横須賀市の水道
事業者、並びに用水供給事業者である神奈川県内
広域水道企業団（以下、「５事業者」）は、各事業体
に共通する諸課題の解決に向け検討を行い、「神
奈川県内水道事業検討委員会報告書」によって示
されたあるべき姿を踏まえ、広域化の実施・検討を
行っている。

【実施済み】
　５事業者は、これまで個別に実施してきた水道水
源の水質検査や水質事故の対応を一元的に実施
するため、「広域水質管理センター」を設置した。
●業務内容
(1)　相模川及び酒匂川水系の水源域における水
質検査及びその結果に関する評価
(2)　相模川及び酒匂川水系の水源域で発生した
水質事故の対応
(3)　水源域の水質に関わる調査・研究
(4)　検査結果等の５事業者の情報共有に係る対応
●効果
　水源域の水質検査については、地点の重複解消
や統合等によって６割程度に縮減された。（年間延
べ数510箇所→312箇所）
　水質事故対応については、流域環境行政からの
事故時の情報提供先が広域水質管理センター１箇
所に集約され、双方の業務効率化につながった。
　また、広域化以前は複数の水道事業体が重複し
て現地調査を実施していたが、現在は広域水質管
理センターが一元的に情報の受発信及び現地調
査を実施しているため、複数事業体による現地調
査割合が67％から35％に減少し、業務が効率化さ
れている。（相模川流域）

【検討中】
　５事業者による水道システム再構築

　水道システム再構築について、「浄水場の統廃合による将来の
水需要に合わせた適正な規模への縮小」や「事故・災害時にバッ
クアップが可能な施設配置」、「ＣＯ2排出量の削減を目指した上
流取水」など、５事業者で検討を進めている。
　令和６年度には、水道システム再構築を着実に推し進めるた
め、５事業者間で「覚書」を締結するとともに「５事業者の『施設整
備計画』」を策定し、財政支援制度の創設等について国へ要望活
動も行っている。
　また、上流取水によって河川流量の変化が想定されるため、河
川環境への影響を把握するとともに、河川管理者や関係河川使
用者である農業者及び漁業者と合意形成を図っていく必要があ
る。

月 日

百万円(年)

施設管理の
共同化

管理の一体化

取組事項 （水道事業）広域化等

実施済
経営統合

施設の
共同設置・利用

実施予定 年

● ●

施設名

横須賀市 水道事業 ―

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

地方独立行
政法人への

移行
広域化等

民間活用

団体名 業種名 事業名

現行の経営
体制を継続指定管理者

制度
包括的

民間委託
PPP/PFI方式

の活用

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和7年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況



（取組の概要） （方式） （実施（予定）時期）

（取組の効果額） （取組の効果額内訳）

（取組の概要） （検討状況・課題）

検討中

年 月 日

907 百万円(年)
一般会計繰入金の減少　　年▲907,462千円
（根拠）
平成21年度1,420,462千円　-　令和６年度513,000千円 ＝
907,462千円
（コメント）
毎年、繰入金の額は動きますので「一般会計繰入金の減少」
額も動きます。しかし、今後大きく増減する見込みはないため、
概ねこの水準で推移するものと考えます。

平成

 ● 22 4 1

取組事項 民間活用（指定管理者制度）

実施済 ●
きっかけ：経営健全化のため、
経営形態を見直したことによ
る。
概要：横須賀市立市民病院（直
営→指定管理者制度）　開設
年月日　昭和38年12月１日　平
成22年４月１日に指定管理者
制度へ移行　　診療科数　29科
許可病床数　482床

代行制 利用料金制

実施予定

現行の経営
体制を継続指定管理者

制度
包括的

民間委託
PPP/PFI方式

の活用

●

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

地方独立
行政法人
への移行

広域化等
民間活用

施設名

横須賀市 病院事業 ―

団体名 業種名 事業名

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和7年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況



（取組の概要） （（実施済のみ）性能発注内容） （実施（予定）時期）

（取組の効果額） （取組の効果額内訳）

（取組の概要） （検討状況・課題）

団体名 業種名 事業名 施設名

横須賀市 下水道事業 公共下水道

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

地方独立行
政法人への

移行
広域化等

民間活用 現行の経営
体制を継続指定管理者

制度
包括的

民間委託
PPP/PFI方式

の活用

●

取組事項 民間活用（包括的民間委託）

19 4 1

実施予定 年 月 日

実施済 ● １　民間委託を導入した施設：
追浜・上町・西浄化センター及
びこれらの関連施設（ポンプ場
等）
２　事業の概要：平成19年度導
入、現行契約の期間は令和４～
８年度

運転管理、保守点検、施設管
理、物品管理調達、設備補修
業務等

平成

66 百万円(年)

職員６人削減

検討中

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和7年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況



（取組の概要） （全部と一部の別） （実施（予定）時期）

（取組の効果額） （取組の効果額内訳）

（取組の概要） （検討状況・課題）

団体名 業種名 事業名 施設名

横須賀市 介護サービス事業 老人デイサービスセンター 横須賀市立鷹取老人デイサービスセンター

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

地方独立
行政法人
への移行

広域化等
民間活用 現行の経営

体制を継続指定管理者
制度

包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

●

実施済 ●

指定管理者からの事業撤退の
申し出により、指定管理期間を
変更し、施設を令和６年６月末
で休止することとなった。利用
者の動向や施設休止後の周辺
地区の状況をふまえた上で、
廃止について検討すすめてき
たが、民間老人デイサービスセ
ンターが充足しているため、手
続きを経て、廃止した。

全部廃止 一部廃止

取組事項 事業廃止

令和

●  
7 3 31

 ①診療所化・介護施設化

 ②簡易水道事業の飲料水供給施設化

年 月 日 ③事業目的の完了
 

検討中

④民営化・民間譲渡による廃止
 ⑤広域化による廃止

● ⑥その他

百万円(年)

効果額未算定

実施予定

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和7年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況


